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1. 金融機関における責任ある AI 導入に関する FSB の市中協議文書 

金融安定理事会（FSB）は 2026 年 6 月に、「AI の責任ある導入に関するサウンドプラクティス」と題する市中

協議文書を公表した。これは、金融機関における責任ある AI 導入を促進するために、金融機関の AI 利活用に

伴う便益およびリスクを整理するとともに、金融機関が採用しうる 12 のサウンドプラクティス案を提示するもので

ある。 

12 のサウンドプラクティス案は、「全社的な AI ガバナンス」と「AI ライフサイクル管理」の 2 つの観点から構成され

ている。具体的には、①戦略的な方向性と監視、②ガバナンスおよび説明責任、③リスク管理枠組みへの AI リ

スクの統合、④組織的な適応力、⑤重要性およびリスク評価、⑥選定、⑦データガバナンス、⑧説明可能性お

よび透明性、⑨パフォーマンス管理、⑩人間による監視、⑪サイバーおよび ICT リスク管理、⑫サードパーティ AI リ

スク管理である。FSB は、金融機関の取締役会および上級経営陣に対し、事業戦略、技術導入、およびリスク

管理を検討する際に、本サウンドプラクティスを参照することを推奨している。 



現時点では、金融機関における AI 利活用を対象とした包括的な規制・監督枠組みは、多くの法域において依

然として発展途上にある。こうした中、本市中協議文書は、各法域の金融当局が金融セクターにおける AI の規

制・監督の方向性を具体化する際の重要な参考資料になる可能性がある。金融機関においては、今回の市中

協議文書の最終化や各法域の制度整備の動向を注視するとともに、将来的な規制対応も見据えながら、自

社の AI ガバナンスおよびリスク管理態勢を見直していくことが重要になるだろう。 

2. BCBS による ICT リスク管理に関する実務集 

バーゼル銀行監督委員会（BCBS）は 2026 年 6 月、「情報通信技術（ICT）リスク管理：様々な実務」と

題する報告書（ICT リスク管理に関する実務集）を公表した。これは、BCBS のメンバー法域を対象とした調査

の結果に基づき、銀行における ICT リスク管理の実務および各法域の当局の規制・監督アプローチを整理したも

のである。 

本報告書の特徴は、銀行の重要な業務・サービスに影響を及ぼす悪意のない ICT インシデントに焦点を当ててい

る点にある。BCBS は 2018 年 12 月に、悪意のあるサイバーインシデントに対する銀行のレジリエンスに関する実

務集を公表しており、今回の報告書は 2018 年の実務集を補完する位置付けとなっている。 

なお、本報告書は、新たな規制基準を導入するものではなく、金融機関に新たな規制対応を求めるものでもな

い。他方で、金融機関にとっては、自社の ICT リスク管理態勢を各法域の実務と比較・評価するとともに、オペ

レーショナルレジリエンスの更なる向上に向けた取組みを検討する上で、有用な参考資料になると考えられる。 

3. 欧州・英国における FRTB の見直し 

欧州委員会は 2026 年 6 月に、トレーディング勘定の抜本的見直し（FRTB）について、対象を絞った調整措

置（2027 年 1 月 1 日から 3 年間適用予定）を導入する委任法を採択した。EU では、第 3 次自己資本要

求規則（CRRⅢ）に基づき、2025 年 1 月 1 日から FRTB を除くバーゼル III 最終化の実施が開始されている。

その一方で、FRTB については、主要法域における実施の遅れを踏まえ、EU 銀行の競争上の不利益を回避する

ために、その適用を 2027 年 1 月 1 日まで 2 年間延期していた。 



こうした中、欧州委員会は、一部法域における FRTB 実施が 2027 年 1 月 1 日以降に延期される見込みであ

ることなどを踏まえ、委任法を通じて FRTB に対する限定的な調整措置を導入することを決定した。欧州委員会

は、この措置について、他の主要法域が既に導入している、または導入を示唆している措置と整合的な考え方に

基づくものであると説明している。具体的には、損益要因分析（PLAT）およびリスクファクター適格性テスト

（RFET）を含む FRTB の内部モデル手法（IMA）の一部要件を一時的に緩和することなどが盛り込まれてい

る。 

また、英国の健全性規制機構（PRA） は 2026 年 6 月に、市中協議文書（CP9/26）「バーゼル 3.1：市

場リスクに係る内部モデル手法（IMA）の調整」を公表した。これは、EU と同様に、国際的な競争条件の公平

性確保や英国銀行の競争力維持を目的として、IMA に関する限定的な調整を提案するものである。具体的に

は、PLAT のモニタリング期間を 1 年から 3 年に延長することや、RFET の要件を調整することなどが盛り込まれて

いる。なお、英国では、バーゼル III 最終化（バーゼル 3.1）の大部分を 2027 年 1 月 1 日に実施する一方で、

IMA については 2028 年 1 月 1 日まで適用を延期することが既に決定されている。 

バーゼル III 最終化の実施を巡っては、米国銀行当局が 2026 年 3 月に新たな規則案を公表した一方で、欧

州・英国では、国際的な競争条件の公平性を重視し、FRTB の IMA に関する適用延期や一部要件の見直し

が進められている。金融機関においては、各法域で実施時期や制度設計に差異が生じていることを踏まえ、それ

ぞれの規制動向を把握するとともに、今後の欧米当局の動向を継続的に注視することが重要になると考えられ

る。 

 

 

4. お問い合わせ先 

勝藤 史郎 

合同会社デロイト トーマツ 

リスクアドバイザリー リスク管理戦略センター 

マネージングディレクター 

〒100-8363 東京都千代田区丸の内 3-2-3 丸の内二重橋ビルディング  

Tel: 03-6213-1180 Fax: 03-6213-1085 
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